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国土形成計画の目標・手段体系に準拠したモニタリング

検 討 方 針 資料 ４－１

モニタリングシステムの基本概念
・国土形成計画のマネジメントサイクルの確立による指針性の向上

（指針としての明確さ、多様な主体の参画を促すわかりやすいモニタリング指標）

国土形成計画の目標達成状況や達成のプロセスを適切に把握するために、国土形成
計画の目標と施策の体系分析を行い、戦略別にモニタリング指標を抽出する。

アウトカム

（成果）

インプット

（施策）

プロセス

（業績、活動）
目標目標 手段手段

国土形成計画 ・第１部の分解 ・第２部の分解と、第１部と第２部の関係分析

達成度への
影響把握、
ニーズ確認

アウトカム指標の抽出
Ｐ.9～10、資料4-2

現行モニタリング項目
の活用方法検討

Ｐ.11、資料4-3

インプット－アウトプット－
アウトカムの関連性分析

（プロセス分析）
Ｐ.3～８

ＰＬＡＮ

ＤＯACT
CHECK

外
部
環
境
調
査

（
国
土
を
め
ぐ
る
様
々
な
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報
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ニ
タ
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ン
グ
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戦略的
目標

５

サブ目標
３

４

個別目標

個別目標
3.文化・観光

節

２

４

２

（1）
2.産業

4.交通・情報
通信

5.防災

6.国土資源及び海域
の利用と保全

7.環境保全・景観形成

8.「新たな公」

１.地域の整備

国土形成計画の政策体系の分析

アウトカム インプットプロセス

外
部
環
境
調
査

国土形成計画の目標・手段体系に準拠したモニタリング

計15目標 計43目標

国土形
成計画
の目標

１

1目標 ５目標

※施策別ｲﾝﾌﾟｯﾄ

・国土交通省予算

・農林水産省予算

・厚生労働省予算

・

個別目標

５つの戦略目標毎に目標と手段の関連性を把握し、モニタリング指標を検討する。

資料 ４－１

目標と指標が直結して
「わかりやすい」指標

概念的（指標化困難）

（最終アウトカム）

具体的

（中間アウトカム）

具体的

（施策別ｲﾝﾌﾟｯﾄ）

概念的

（分野別ｲﾝﾌﾟｯﾄ）

○第１部 計画の基本的考え方 ○第２部 分野別施策の基本的方向

目標目標 手段手段
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国土形成計画の５つの戦略目標 資料 ４－１

戦略目標１：世界に発展するシームレスアジアの形成

東アジア地域とともに発展していくため、競争環形も念頭に置きつつ、人的・物的・経済的・技術
的等各分野での交流と連携を深化していく。

戦略目標２：持続可能な地域の形成

拡散型都市構造を是正しつつ既存ストックの状況に合わせて都市の連携や構造転換を進める
発想への転換を図りながら、暮らしやすく活力ある都市圏の形成を促進していく。

戦略目標３：災害に強いしなやかな国土の形成

減災の観点も重視した災害対策や災害に強い国土構造への再構築を進めることによって、安全
で安心した生活が保障される災害に強いしなやかな国土を形成していく。

戦略目標４：美しい国土の管理と継承

美しい国土を守り、次世代へと継承するため、国土を形づくる各種の資源を適切に管理し、回復
していく。

戦略目標５：「新たな公」を基軸とする地域づくり

多様な主体が協働し、従来の公の領域に加え、公共的価値を含む私の領域や、公と私との中
間的な領域にその活動を拡げ、地域住民の生活を支え、地域活力を維持する機能を果たして
いくという、いわば「新たな公」と呼ぶべき考え方で地域づくりに取り組んでいく。

（出典）国土審議会第２３回計画部会(H19.4.6 )配付資料
「国土形成計画（全国計画）に関する報告（素案）」より抜粋
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世界に発展するシームレ
スアジアの形成

東アジアネット
ワーク型産業
構造下におけ
る我が国産業
の強化

産業競争力

科学技術による
イノベーション

3.文化・

観光

2.1 イノベーショ
ンを支える科学技
術の充実

○第２部 分野別施策の基本的方向○第１部 計画の基本的考え方

（1）イノベーションの創出
と競争力強化

（２）科学技術を支える基
盤の強化

2.産業

4.交通・情
報通信

東アジアとの
交流・連携の
推進

シームレスな
アジアの形成
とアジア・ゲー
トウェイを支え
る国土基盤の
形成

中小企業強化

制度インフラ整備

パートナーシップ

ソフトパワー強化

「人財立国」

アジア・ゲート
ウェイ構想

｢東アジア１日圏」

その他成果指標

陸海空多層ﾈｯﾄ

3.1 文化が育む
豊かで活力ある
地域社会

（3）異文化間の交流

（４）新しい日本文化の創
造・発信

3.2 観光振興に
よる地域の活性

化

（1）国際競争力のある魅
力的な観光地づくり

4.1 総合的な国
際交通・情報通
信体系の構築

（1）国際交通・情報通信
拠点の競争力強化

（2）シームレスアジアの形
成促進に向けた施策

（2）新たな観光スタイルの
創出と人材育成

（3）交流の拡大を通じた
文化力の向上

2.2 地域を支える
活力ある産業・雇
用の創出

（1）魅力ある産業立地環
境の整備

（2）地域資源密着型産業
及び中小企業の活性化

目標・手段体系分析 戦略１（世界に発展するシームレスアジアの形成）の政策体系 資料 ４－１
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目標・手段体系分析 戦略２（持続可能な地域の形成）の政策体系

持続可能な地域の形成

持続可能で暮
らしやすい都
市圏の形成

質の高いまち

国土効率的利用

1.1住生活の質の
向上及び暮らしの
安全・安心の確保

（1）良質な住宅ストック

（２）良好な居住環境形成

1.地域の
整備

2.産業

地域資源を生
かした産業の
活性化

美しく暮らしや
すい農山漁村
の形成と農林
水産業の新た
な展開

都市暮らし易さ

大都市の課題対応

知的クラスター

地域へ知の拠点

地域産業活性化

美しい農林漁村

都市との役割分担

自給能力

林業再生

1.3暮らしやすい
農山漁村の形成

（２）活力ある源泉である
都市圏の形成と連携強化

（１）快適で安全な暮らしと
美しい農山漁村の実現 1.4地域間の交

流・連携と地域へ
の人の誘致・移動

の促進

（３）都市農山漁村の共生

2.1 イノベーション
を支える科学技術

の充実

（３）外部人材誘致と活用

（１）イノベーションの創出

（１）地域間の交流・連携

（２）二地域居住等の促進

1.2暮らしやすく
活力ある都市圏
の形成

（３）コミュニティ取組促進

（１）市町村の連携等によ
る都市機能の維持増進

地域間の交
流・連携と地域
への人の誘
致・移動の促

進

地域間交流

地域への誘致

（２）科学技術基盤の強化

（２）地域資源密着型産業

2.2地域を支える
活力ある産業・雇
用の創出

2.3食料等の安定
供給と農林水産
業の展開

（３）水産業の競争力強化

（１）食料の安定供給

（２）林業・木材産業再生

水産物安定供給

資料 ４－１

○第２部 分野別施策の基本的方向○第１部 計画の基本的考え方
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目標・手段体系分析 戦略３（災害に強いしなやかな国土の形成）の政策体系

災害に強いしなやかな
国土の形成

減災の観点も
重視した災害
対策の推進

「減災」の考え方
の具体化

ハード面におけ
る防災機能強化

5.1総合的な災害
対策の推進

（1）効率的で効果的な防
災施設等の整備の推進

（２）減災を目的としたソフ
ト対策の推進

5.防災

災害に強い国
土構造への再
構築

減災を目的とし
たソフト対策

余裕空間の活用

バックアップ体制
の強化

（１）地震・津波対策

（２）風水害・豪雪・高潮対
策

（３）火山噴火対策

5.2様々な自然災
害に的確に対応
するための具体
の施策

（３）広域体制及び地域防
災力の構築

（４）災害に強い国土空間
の形成

資料 ４－１

○第２部 分野別施策の基本的方向○第１部 計画の基本的考え方
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目標・手段体系分析 戦略４（美しい国土の管理と継承）の政策体系

美しい国土の管理と継承

循環と共生を
重視し適切に
管理された国
土の形成

物質循環の構築

国土資源の管理

7.環境・
景観

6.1 流域圏に着
目した国土管理

（1）健全な水循環系構築

（２）総合的な土砂管理

6.国土資
源・海域

流域圏におけ
る国土利用と
水循環系の管

理

海域の適切な
利用と保全

生態系維持

水循環系への対処

水と土砂移動

洪水・渇水頻発

領海等の包括的
な政策を確立

地域文化継承

国土の国民的経営

6.3 次世代に引
継ぐ美しい森林

（１）森林整備と国土保全

（２）協働により森林づくり

6.4農地の利用
の促進

（1）農用地等の利用促進

6.5海域の利用
と保全

（2）海域を次世代に

（1） 「国土の国民的経営」

（2）農用地等の保全向上

（1）海域を国の活力に

6.2 安全・安心な
水資確保と利用

（1）渇水に強い地域づくり

（2）きれいな水の供給

魅力あふれる
国土の形成と
国土の国民的
経営

（3）水資源関連施設管理

6.6 「国土の国民
的経営」の施策

（１）地球温暖化防止推進

（２）循環型社会の形成

（３）大気・土壌対策 7.1 物質循環の
構築

7.2健全な生態
系の維持・形成

（１）ｴｺﾛｼﾞｶﾙﾈｯﾄﾜｰｸ

（２）里地里山の保全再生

（３）自然とのふれあい

（４）環境影響評価の実施

（１）うるおいのﾗﾝﾄﾞｽｹｰﾌﾟ

（２）地域の個性ある景観

7.3良好な景観
等の保全・形成

資料 ４－１

○第２部 分野別施策の基本的方向○第１部 計画の基本的考え方
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目標・手段体系分析 戦略５（「新たな公」を基軸とする地域づくり）の政策体系

「新たな公」を基軸とする
地域づくり

「新たな公」を
基軸とする地
域づくりのシス

テム

担い手の確保

基盤の整備

8.1担い手確保と
活動環境整備

（１）「新たな公」の担い手
確保とその活動環境整備

（１）多様な主体による国
土基盤のﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ

8.「新たな
公」による
地域づく
りの促進

多様な民間主
体の発意・活
動を重視した
自助努力によ
る地域づくり

自力のみでは解決
できない課題に係
る必要な支援

多様な民間主体
と行政が協働

8.3自助努力の
地域づくり

（２）地域づくりの多様な担
い手確保と緩やかな組織

（４）地域づくりにおける行
政の役割

（３）「資金の小さな循環」
の推進等による資金確保

8.2多様な主体に
よる国土ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ（１）地域資源の活用と情

報発信

資料 ４－１

○第２部 分野別施策の基本的方向○第１部 計画の基本的考え方
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モニタリング項目及び指標の抽出 シームレスアジアを支える国土基盤形成（例１）

【施策のイメージ】

（日帰りビジネス圏の定義）
・日本及び外国から相手国に出張をして４時間以上相手
国の都市に滞在し、日帰りが可能である範囲かつ

・上記が毎日可能な範囲（＝航空路が毎日就航）

施策の名称：日帰りビジネス圏

【指標の定義】
日本の主要都市を朝６時に出発して、４時間以上相手国の都市に滞
在し、当日中に帰国することが潜在的に可能な範囲内にあるアジアの
都市で、国際空港があり一定規模以上の都市の総数に占める実際に
日帰りが可能な都市数（％）

【目標】→１００％（中国、韓国、極東ロシア等の潜在的に日帰り可能な
都市が、国内のいずれかの主要都市から日帰り圏化）
【ベースライン】→約12％（平成１９年現在）

アウトカム指標：アジア主要都市日帰り可能率（％）

【指標のデータ･ソース】 航空時刻表（毎月更新）、その他

【指標の定義】

広域ブロックゲートウェイとして必要な旅客施設整備及びCIQ等のIT
化、手続き簡素化、検査体制等の整備

⇒ 国際空港基幹施設及びターミナルビル、CIQ施設等の整備費、空
港アクセス道路/鉄道整備費等（億円）

【目標】→国内各空港におけるアジア直行便就航のために必要な環境
の整備に要する総事業費

インプット指標：広域ブロックゲートウェイ整備費

【指標のデータ･ソース】 国土交通省、財務省、農水省、厚生労働省等
関連事業予算、その他

【アウトプット評価】

評価指標→アジア直行便就航が可能な環境となった
国内空港数

成都

北京
大連

青島

台北

香港

ハバロフスク

ウラジオストク

現在の現在の
「日帰りビ「日帰りビ
ジネス圏」ジネス圏」

「日帰りビジネス圏」「日帰りビジネス圏」
の拡の拡大大

現行のアジア向け航空路線

ユジノサハリンスク

高雄

重慶
南京

広州

天津

長春

マニラ

成都

北京
大連

青島

台北

香港

ハバロフスク

ウラジオストク

現在の現在の
「日帰りビ「日帰りビ
ジネス圏」ジネス圏」

「日帰りビジネス圏」「日帰りビジネス圏」
の拡の拡大大

現行のアジア向け航空路線現行のアジア向け航空路線

ユジノサハリンスク

高雄

重慶
南京

広州

天津

長春

マニラ

資料 ４－１

試
算
例
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シームレスアジアを支える国土基盤形成（例２）

【施策のイメージ】

（貨物翌日配達圏の定義）

・日本及び外国から朝６時に貨物を出し、相手国に翌日
18時までに到達できる範囲（海上及び航空）かつ
・上記が毎日可能な範囲（＝海路・空路が毎日就航）かつ

・日本発便、日本着便のいずれの方向でも可能な範囲

※ただし、モニタリング指標としては海上輸送に限定。

施策の名称：貨物翌日配達圏

【指標の定義】

日本及び外国から朝６時に貨物を出し、相手国に翌日18時までに到
達することが可能な圏域に住む日本人口の総数に占める割合（％）

【目標】→１００％（日本人全員がアジアのいずれかの主要都市から
翌日配達圏化）

【ベースライン】→４０％（平成１９年現在）【Ｐ】

アウトカム指標：翌日配達可能な人口カバー率（％）

【指標のデータ･ソース】 貨物船時刻表等（毎月更新）、その他

【指標の定義】

広域ブロックゲートウェイとして必要な物流施設整備及び輸出入・港湾
諸手続等のIT化、簡素化、検査体制等の整備
⇒ 国際ユニットロードターミナル及び物流施設、CIQ施設等の整備費、
港湾アクセス道路/鉄道整備費等（億円）

【目標】→国内各港湾におけるアジア直行便就航環境の整備に要する
総事業費額

インプット指標：広域ブロックゲートウェイ整備費

【指標のデータ･ソース】 国土交通省、財務省、農水省、厚生労働省等
関連事業予算、その他

【アウトプット評価】

評価指標→アジア直行便の就航が可能となった国内
港湾数等

資料 ４－１

試
算
例
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現行モニタリング項目の活用 資料 ４－１

①新たな計
画課題の発
見

②前国土計
画の取り組み
の進捗管理

③国土情報
の定常的な
管理

■現行モニタリング項目は以下の検討を行ない、新たな計画のモニタリングシステムに活用。
１）５全総の４戦略に関するモニタリング項目②は、新たな５つの戦略に適用可能か検討する。
２）①と③については、時系列データの活用による連続性確保の観点から、基礎的情報として継続
的にデータの収集を行う。

現行のモニタリング項目

１）国土形成計画の５
つの戦略の目標の
アウトカム指標とな
りうるか検討

※不足分は新たな指
標の設定

２）基礎的情報として
継続的にデータを
収集

活用方針現行モニタリングでの目的
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